
監察医事務所の取扱い事例における独居高齢者の特徴等 資料５

背景 平成30年度第1回協議会意見を踏まえ、孤独死の抑制に向けた取組みを検討するため、単身高齢者の特徴等を調査

内容 大阪府監察医事務所で取り扱っているデータを用い、独居高齢者の現状分析

市町村において、地域支援事業交付金を活用した地域福祉サービスを行っている。

〇緊急通報体制等整備事業
高齢者単身世帯者のみの世帯等を対象に緊急通報装置の給付又は貸与を行い、安否確認を行う。

〇高齢者住宅等安心確保事業
シルバーハウジングなどを対象に、生活援助員を派遣し、生活相談・指導、安否確認、緊急時の対応や一時的な

家事援助を行う。

〇食の自立支援事業（配食サービス）
高齢者単身世帯や高齢者のみの世帯などを対象に、食事を提供するとともに、訪問によって安否確認を行う。

＜大阪市の緊急通報システム＞
・概要 65歳以上の高齢者等を対象に、利用者からの緊急通報を受け、親族等に連絡

し、救急車の出動を要請する「緊急通報対応」や「24時間健康相談」等を実施。

・実績 利用者数 14,023人（H29年4月1日時点）
緊急通報件数 1,690件（H29年度実績）

件数，(%) あり なし 不明 合計
独居 1499(86%) 76(4%) 160(10%) 1,735
同居 1077(87%) 95(8%) 64(5%) 1,236
施設 151(98%) 1(1%) 2(1%) 154
その他 10(27%) 0(0%) 27(73%) 37
全体 2737(87%) 172(5%) 253(8%) 3,162

件数，(%) 親族 隣人・知人 保健福祉 管理人 配達員 通行人 自ら その他 合計
独居 365(21%) 578(33%) 391(23%) 247(14%) 72(4%) 27(2%) 17(1%) 38(2%) 1,735
同居 1014(82%) 152(12%) 42(3%) 1(0%) 4(0%) 5(0%) 8(1%) 10(1%) 1,236
施設 1(1%) 7(5%) 145(94%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 1(1%) 154
その他 0(0%) 31(84%) 3(8%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 0(0%) 3(8%) 37
全体 1380(44%) 768(24%) 581(18%) 248(8%) 76(2%) 32(1%) 25(1%) 52(2%) 3,162

①独居のケースが最も多く（全体の55％が独居）、大阪市内の独居率(41%)と
比べ高い

②独居が要因で、転倒・溺水・窒息といった外因死の割合が高いわけではない。

③死体発見までの時間は、同居及び施設は死後1時間以内までの発見が過半数
を占めるのに対し、独居の場合は２日超が最も多い。

④独居の場合、隣人・知人により発見されるケースが最も多い（全体の33％）

⑤内科受診歴は、独居、同居、施設問わず割合が高い。

①独居・同居・施設入所の割合及び人数

独居：1735人

(55％)
同居：1236人

(39％)

施設：154人

(5％)

不明：37人

(1％)

②死因別の割合

③死体発見までの時間

④死体発見者の割合

⑤内科受診歴

【データ抽出条件】

・2016年1月1日～12月31日1年間65歳以上の大阪府監察医事務所で取り扱った症例(3162症例)

監察医事務所データによる特徴等

＜参考＞単身高齢者の安否確認につながる事業例
2日超


